
 

 

 

 

 

 

 

 

【今月の一言】 

いつもご愛読いただきましてありがとうござい

ます。事務所員のＳと申します。 

毎年世間を騒がせているインフルエンザは今年

も各県で警報が出ておりますが、所内はありがたい

ことに今のところ平穏に過ごせております。 

以前、予防にはカテキンが効果的と聞いてから、

この時期は何となく濃いめのお茶を飲むようにし

ています。今のところ感染は免れているので、毎年

続けています。皆様もお気を付けくださいね。 

それでは今月もベイヒルズ社労士事務所便りを

お届けいたします。 

「毎月勤労統計」不適切調査で過少給

付延べ 1,973 万人、567 億円 

◆昨年 12月に発覚、2004 年から 

厚生労働省の「毎月勤労統計」の調査手法が誤っ

ていたことが失業給付などの過小給付につながっ

たとして、大きな問題になっています。 

毎月勤労統計は、従業員の給与の変化などを把握

する目的で実施されています。調査対象は、全国の

従業員５人以上の事業所。５～499 人の事業所は

無作為に抽出し、500人以上の事業所はすべてで、

合わせて約３万 3,000 事業所となります。 

厚生労働省は、調査を都道府県を通じて実施して

いますが、15 年前の2004 年から、東京都内の従

業員 500 人以上の事業所については３分の１程度

しか調査していませんでした。その理由や調査した

事業所の選び方は明らかにされていません。 

問題が発覚したきっかけは、昨年 12 月、厚生労

働省の担当職員が総務省の統計委員会の打合せで

「東京以外の地域でも従業員 500 人以上の事業所

について抽出調査を実施したい」と発言したことだ

とされています。これにより重大なルール違反だと

の声が上がり、問題が表面化しました。 

◆雇用保険や労災保険で過小給付 

規模の大きな事業所は給付水準が高い傾向にあ

ります。このため、多くの事業所を調査してい

なかったことで、統計の平均給与額が本来より

も低く算出されました。この統計結果が雇用保

険や労災保険を給付する際の算定根拠になって

いることから、給付水準が押し下げられてしま

いました。担当職員らは不適切な調査と認識し

ながら、組織全体で情報を共有していませんで

した。 

過少給付の対象者は延べ 1,973 人で、総額

は 537.5 億円に上ります。政府は、過少給付

のあったすべての対象者に不足分の追加給付を

行います。 

厚生労働省によると、過少給付で最も多かっ

たのは、失業などの雇用保険で、延べ約 1,900

万人に計約 280 億円。休業補償などの労災保

険でも延べ約 72 万人に計約 241.5 億円とな

りました。ほかに、船員保険で約１万人に計約

16 億円の過少支給がありました。追加給付の

１人当たりの平均額は、雇用保険で約 1,400

円で、労災保険の年金給付では約９万円に上り

ます。 

国庫負担分の積み増しのため、政府は平成

31 年度予算案の閣議決定をやり直します。 

根本厚生労働大臣は記者会見し、「極めて遺憾

であり、国民の皆様にご迷惑をおかけしたこと

を心よりおわび申し上げる」と謝罪。国の統計

制度を所管する石田真敏総務相は会見で「再発

防止に向け、具体策を検討するよう事務方に指

示した」と述べました。 

注目裁判例から考える皆勤手当 

◆ハマキョウレックス事件の差戻審判決 

昨年６月は、正規雇用と非正規雇用との待遇

格差に関する大きな最高裁判決（長澤運輸事件

とハマキョウレックス事件）があり、たいへん

注目を集めました。このうちハマキョウレック

ス事件は、被上告人が皆勤手当の支給要件を満

たしているか等について審理を尽くさせる目的

で差戻しとなっていましたが、この差戻後の大

阪高裁判決が 12 月 21 日にあり、契約社員に

対する皆勤手当の不支給は不合理な差にあたる

として、皆勤手当相当額 32 万円（32カ月分）

の支払いが命じられました。 

◆皆勤手当とは 

一般的に「皆勤手当」は、一定期間内におい

てまったく欠勤しなかった従業員に支給される

手当をいいます。特に業務の多くがシフト制で

ある会社や、欠員の交代要員の確保が難しい会

社などにおいて、従業員の欠勤や遅刻の抑制、

積極的な出勤の奨励を目的として導入される傾

向にあります。時間外労働等の割増賃金を計算

する際は、基準となる賃金に含まれます。 

「精勤手当」「出勤手当」等という場合もあり

ます。「精勤」は「熱心に勤務する」というよう

な意味の言葉ですので、「１日も欠勤しない」と

いうほど厳密なニュアンスはないものの、その

趣旨は精勤手当と同様です。 

◆皆勤手当の導入割合 

労働政策研究・研修機構「企業の諸手当等の

人事処遇制度に関する調査」によると、精皆勤

手当・出勤手当を制度化している企業の割合は、

期間を定めずに雇われている常用労働者で

22.3％、パートタイム労働者で 8.6％となって

います。正規雇用に比べ、非正規雇用への支給

が少ないのが現状です。 

◆「不合理な格差」はＮＧ 

上記差戻判決は、正社員と契約社員の間で職

務内容（配送業務）が同じであり、出勤する従

業員を確保する必要性も同じであるとして、皆

勤手当について格差を認めませんでした。昨年

末には、いわゆる「同一労働同一賃金ガイドラ

イン」も公表されました。皆勤手当だけでなく、

様々な待遇において不合理な格差は認められな

い時代となっていることに、留意が必要です。 

2 月の税務と労務の手続［提出

先・納付先］ 

1 日 

○ 贈与税の申告受付開始 

＜３月１５日まで＞ ［税務署］ 

12 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の

納付 ［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出

＜前月以降採用の労働者がいる場合＞ 

 ［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出

＜前月以降一括有期事業開始の場合＞ 

 ［労働基準監督署］ 

18 日 

○ 所得税の確定申告受付開始 

＜３月１５日まで＞ ［税務署］ 

※還付申告は 2/15 以前でも受付可能。 

28 日 

○ じん肺健康管理実施状況報告の提出 

 ［労働基準監督署］ 

○ 健保・厚年保険料の納付 

 ［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出 

 ［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使

用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出 

（雇用保険の被保険者でない場合） 

＜雇入れ・離職の翌月末日＞ ［職安］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付 

＜第４期＞ ［郵便局または銀行］ 

※都・市町村によって異なる場合がある。 
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